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◆主要財務データ

千円⑦長期借入金残高 0 千円 0 千円 0

千円

⑥正味財産期末残高 15,734 千円 15,399 千円 16,736 千円

⑤指定正味財産期末残高 3,000 千円 3,000 千円 3,000

②当期経常外増減額 0 千円 0 千円 0 千円

千円

④一般正味財産期末残高 12,734 千円 12,399 千円 13,736 千円

③当期一般正味財産増減額 12,734 千円 △ 335 千円 1,338

千円

令和5年度 令和6年度 令和7年度

①当期経常増減額 12,734 千円 △ 335 千円

⑥職員平均年間給与 － 千円 5,410 千円 5,936

1,338 千円

　　市退職者 0 0 1

⑤職員平均年齢 41.0 37.5 39.6

千円

④職員数 4 8 11

うち市派遣 4 4 4

③常勤役員平均年間報酬 － 千円 － 千円 －

　　市退職者 0 0 0

②常勤役員平均年齢 49.0 55.0 53.5

①常勤役員数 1 2 2

うち市派遣 1 2 2

評価対象決算期 令和7年4月1日～令和8年3月31日

令和5年度 令和6年度 令和7年度

千円 100.0 ％）

設立
目的

こどもの健やかな育ちと子育てを地域社会全体で支える気運を一層高めるとともに，こ
どもや子育て家庭をめぐる課題や多様化するニーズに的確に対応しながら，こどもを中
心とした社会づくりを進め，もって「子育てが楽しいまち・仙台」の実現に寄与するこ
とを目的とする。

事業
概要

こどもを中心とした社会づくりを推進する事業（こどもや子育て家庭からの意見聴取，
こどもの居場所づくり支援，こども・子育て支援団体等とのネットワーク構築，こど
も・子育て支援団体や企業等との連携・協働によるこどもや子育て家庭に対する支援及
び子育て環境づくり，こども・子育て支援に関する調査・研究，「子育てが楽しいま
ち・仙台」に係る情報発信，こども・子育て支援団体の育成支援，公共的団体が行うこ
ども・子育て支援に関する事業の受託，その他この法人の目的を達成するために必要な
事業）
（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律別表（第2条関係）第7号の公益
目的事業に該当）

代表者職氏名 理事長　湯浅　誠 設立年月日 令和5年11月20日

基本財産等 3,000 千円 市の出捐額（割合） 3,000

◆団体基本情報

9 種別 公益財団法人 団体名 公益財団法人仙台こども財団

所在地 〒980-0803　仙台市青葉区国分町三丁目6番1号　仙台パークビル4階

電話番号 022-302-5275 FAX番号 022-302-5276 所管
部局

こども若者局

団体ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ https://sendai-kodomo.jp/ 子育て応援都市推進課



◆市の財政的関与

◆主要事業一覧及び概要

◆経営評価の総括

４．今後の方向性
及び課題

財団のビジョンである，まち全体がこども・
子育て家庭にあたたかく，すべてのこどもた
ちが健やかに育つ社会の実現に向けて，こど
も・子育てに関わるニーズを的確に捉えると
ともに，支援団体や企業の皆さまと連携・協
働しながら各般の事業に取り組んでいく。

せんだいこども若者プラン
2025等に沿った取り組みのほ
か，より一層市民のニーズに
合わせた事業運営について取
り組んでいただきたい。

２．業務・組織管
理

組織体制強化のため，企画課を新設したほ
か，新たにプロパー職員2名の採用を行った。

環境整備のほか，効果的な人
材育成を行うなど，組織の活
性化に引き続き取り組まれた
い。

３．財務状況
仙台市からの補助金等にて運営経費等を賄っ
ている。また自主事業実施のため，寄附金収
入など自主財源の確保に取り組んだ。

引き続き，運営経費の効果的
な執行のほか，新たな財源確
保の努力も継続していただき
たい。

項目 外郭団体による総括 所管局によるコメント

１．公益的使命・
市が期待する役割
への対応

令和7年度には公益認定を受け，公益財団法人
として新たな一歩を踏み出した。事業面で
は，従来の取組に加え，こどもの意見を市政
に反映する仕組みとして「こどもいけん広
場」を開始し，「こども提案プロジェクト助
成」や「こども・どこでも居場所づくり助
成」など新規事業を立ち上げた。これらの事
業により，当財団が掲げる「こどもの健やか
な育ちと子育てを地域社会全体で支える気運
を一層高め，こどもや子育て家庭をめぐる課
題や多様化するニーズに的確に対応しなが
ら，こどもを中心とした社会づくりを進め
る」取組を，外郭団体としての柔軟性を生か
しながら推進することができた。また，行
政・地域・企業と，こども・子育て家庭，支
援団体等をつなぐ公益性の高い事業を実施し
ているため，民間事業者との競合性は生じな
い。

公益財団法人への移行を契機
として，新たな事業展開を進
めながら，こどもや子育て家
庭への支援の充実に取り組ん
でいることは評価できる。今
後とも，外郭団体としての柔
軟性や専門性を生かし，行政
や民間だけでは十分に担うこ
とが難しい分野において，公
益性の高い事業を着実に推進
していくことを期待したい。

事業名 事業概要 令和7年度事業費

こどもを中心とした社
会づくりを推進する事
業

こども・若者会議，こどもいけん広場，こども提案
プロジェクト助成，「多世代交流」モデル事業，多
世代交流に係る事例紹介・情報発信，どこでも居場
所助成，こども・子育てシンポジウム，ネットワー
ク構築，パパ育休取得促進モデル企業サポート事
業，育児参画に関するセミナー等，調査・研究，情
報発信，児童福祉セミナー

87,393 千円

千円

⑥市からの損失補償に係る債務残高 0 千円 0 千円 0 千円

⑤市からの債務保証に係る債務残高 0 千円 0 千円 0

②市からの委託料（指定管理料含む） 0 千円 0 千円 0 千円

％

④市からの借入金 0 千円 0 千円 0 千円

③市に対する収入依存度 100.00 ％ 99.80 ％ 99.40

令和5年度 令和6年度 令和7年度

①市からの補助金 29,199 千円 84,875 千円 105,951 千円


